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市
長
施
政
方
針
の
要
旨 （
平
成
30
年
第
1
回
定
例
会
）

【
本
市
の
行
財
政
状
況
】

  

本
市
の
借
金
総
額
は
、
平
成
29
年
度
末

に
本
市
発
足
以
来
最
少
額
と
な
り
、
平
成

30
年
度
末
は
こ
れ
を
更
新
す
る
予
定
で

す
。
他
方
、
本
市
最
大
歳
入
の
地
方
交
付

税
は
、
今
後
も
減
額
が
続
き
、
し
ば
ら
く

は
厳
し
い
財
政
状
況
が
続
い
て
い
き
ま
す
。

  

こ
う
し
た
中
、
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
の

供
用
開
始
が
近
づ
い
て
お
り
、
こ
れ
を
最

大
限
に
活
用
し
、
こ
れ
を
契
機
と
し
た
施

策
に
つ
い
て
、
時
機
を
逸
す
る
こ
と
の
な

い
よ
う
推
進
し
て
ま
い
り
ま
す
。

本
市
の
地
方
創
生

　

最
近
、「
定
住
人
口
」「
交
流
人
口
」
で

な
い「
関
係
人
口
」と
い
う
言
葉
が
注
目
さ

れ
て
き
て
お
り
、
移
住
・
定
住
人
口
を
増

加
さ
せ
る
た
め
、
中
長
期
的
な
視
点
の
下
、

多
様
な
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
を
踏
ま
え
た
さ
ま

ざ
ま
な
支
援
策
を
推
進
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

ま
た
、
昨
年
末
本
市
で
開
催
さ
れ
た

「
リ
ー
サ
ス
を
活
用
し
た
政
策
立
案
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
」で
の
提
言「
市
内
企
業
の
労
働

生
産
性
向
上
、
魅
力
あ
る
職
場
づ
く
り
の

促
進
を
、
子
育
て
環
境
の
充
実
度
と
と
も

に
市
内
外
へ
効
果
的
に
発
信
し
て
移
住
・

定
住
促
進
」も
推
進
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

そ
し
て
、「
子
育
て
・
結
婚
・
出
産
支

援
」「
労
働
生
産
性
向
上
」「
魅
力
あ
る
職

場
」「
移
住
支
援
」と「
効
果
的
な
魅
力
発

信
に
よ
る
認
知
度
向
上
」
の
掛
け
算
、
好

循
環
を
目
指
し
て
ま
い
り
ま
す
。

今
後
の
市
政
運
営

　
現
在
の
公
共
施
設
を
全
て
更
新
し
て
い

く
こ
と
は
不
可
能
で
あ
り
、
市
公
共
施
設

等
総
合
管
理
計
画
に
基
づ
く「
個
別
計
画
」

を
策
定
し
、
延
床
面
積
削
減
と
施
設
寿
命

の
延
長
な
ど
の
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
推

進
し
、
連
携
中
枢
都
市
圏
形
成
に
よ
る
双

務
的
・
水
平
的
補
完
の
機
能
の
向
上
を
目

指
す
と
と
も
に
、「
子
育
て
支
援
課
」新
設

な
ど
の
組
織
再
編
を
し
ま
す
。

　
し
か
し
、「
ふ
る
さ
と
山
県
」の
持
続
発

展
は
行
政
だ
け
の
力
で
は
不
可
能
で
あ

り
、
多
様
な
団
体
、
関
係
者
に
よ
る
相
乗

効
果
を
目
指
し
、
誰
も
が
、
差
別
な
く
、

意
欲
と
能
力
に
応
じ
て
就
労
や
社
会
参
加

が
で
き
る
よ
う
な
地
域
社
会
づ
く
り
を
目

指
し
て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
今
後
と
も
御

指
導
と
御
協
力
を
お
願
い
申
し
上
げ
ま

す
。

会　　計　　名 平成30年度 
ａ

平成29年度 
ｂ

比　　　　較
金額　ａ−ｂ 率 ａ/ｂ－1

一 般 会 計 131億　　　　円 127億　　　　円 4億　　　　円 3.15%
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 31億5,100万円 40億8,800万円 △9億3,700万円 △ 22.92%
介 護 保 険 特 別 会 計 26億3,152万円 26億5,200万円 △ 2,048万円 △ 0.77%
後期高齢者医療特別会計 3億2,600万円 3億1,011万円 1,589万円 5.13%
簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 1億　163万円 1億　944万円 △ 781万円 △ 7.14%
農業集落排水事業特別会計 4億9,492万円 5億　 58万円 △ 566万円 △ 1.13%
公共下水道事業特別会計 6億3,173万円 13億8,217万円 △7億5,044万円 △ 54.29%
高 富 財 産 区 特 別 会 計 270万円 210万円 60万円 28.57%
水 道 事 業 会 計 10億3,229万円 11億3,130万円 9,901万円 △ 8.75%
予 算 総 額 214億7,179万円 228億7,569万円 △14億　390万円 △ 6.14%

予算総額前年比6.14%減

214億7,178万8千円
一般会計予算前年比3.15％増

131億円

※予算は千円単位のため端数処理をしています。
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平成30年度

市民一人あたり予算額

一般会計歳出（目的別）

一般会計歳入

一般会計歳出（性質別）

約474,346円／人

人口は平成30年2月1日現在の
住民基本台帳人口　27,617人

主な歳入
市税106,402円／地方交付税171,996
円／繰入金35,068円／市債37,806円
／国県支出金62,826円

主な歳出
市議会の運営など4,866円／庁舎管
理、広報、選挙、戸籍など50,901円
／高齢者・障がい者・児童福祉など
134,795円／保健、環境、ごみ処理
など43,676円／農林業、観光、商工
業の振興など36,930円／道路、河川、
公園など54,573円／消防、防災など
36,750円／学校教育、社会教育、社
会体育など34,295円／市債の償還金
75,268円

予算

議会費  1億3,439万8千円（1.0%）

総務費
14億573万7千円（10.7%）

民生費
37億2,263万9千円（28.4%）

衛生費  12億619万4千円（9.2%）

農林水産業費
6億6,693万5千円（5.1%）

土木費 15億714万5千円（11.5%）

消防費
10億1,493万4千円（7.8%）

教育費  9億4,711万3千円（7.2%）

公債費
20億7,868万9千円（15.9%）

労働費
200万円
（0.0%）

商工費  3億5,297万2千円（2.7%）

予備費
6,124万4千円
（0.5%）

歳入

131億円

市税
29億3,851万5千円
（22％）

繰入金
9億6,847万4千円
（7％）

その他
9億4,364万4千円
（7％）

自主財源（37.0％）

依存財源（63.0％）

地方交付税
47億5,000万円
（36％）

国県支出金
17億3,506万7千円
（13％）

市債　10億4,410万円（8％）

地方譲与税・各種交付金
7億2,020万円（5％）

歳出

131億円

義務的経費（47.2％）

その他経費（43.6％）
普通建設事業（9.2％）

貸付金　6,212万円（0.5％）
積立金　7,281万1千円（0.6％）
予備費　6,124万4千円（0.5％）

人件費
25億1,872万1千円
（19.2％）

扶助費
15億7,966万5千円
（12.1％）

公債費
20億7,868万9千円
（15.9％）

普通建設事業費
12億512万6千円（9.2％）

物件費
27億8,427万2千円
（21.3％）

補助費等
8億7,905万6千円（6.7％）

繰出金
16億7,279万9千円
（12.8％）

投資及び出資金
7,452万3千円（0.6％）

維持補修費
1億1,097万4千円（0.8％）

※数値は、四捨五入をしているため、内訳の合計が｢総数｣に合わない場合があります。

※数値は、四捨五入をしているため、内訳の合計が｢総数｣に合わない場合があります。
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